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1．欧州連合 (EU) における法律構成と競争法
1. 1. 本稿において論ずる主眼点
本稿は、欧州連合 (EU : European Union) における「保険競争法」に
ついて論ずる。「保険競争法」とは、保険分野における保険事業者間の共
同行為に対する競争法規の適用可能性を指す。EU 競争法は、「欧州連合
の機能に関する条約」(Treaty on the Functioning of the European Union :
以下では、TFEU と略す。なお、TFEU は、改正された旧欧州共同体条














上記の大原則に対する例外、つまり、TFEU 第 101 条第 1 項の競争法











欧州連合 (EU : European Union) は、国際機構であるがゆえに、その
法体系は独自の制度をとる。これは、EU が「超国家的機構」(suprana-


















るため、EU法では、各加盟国に対し、EU条約 (Treaty of the European
























































































































TFEU第 101 条と第 102 条に存在する。
1. 3. 欧州連合における競争法規の概要と一括適用免除規則










































但し、TFEU 第 101 条第 3 項は、同条第 1 項の禁止規定の適用を免除
する共同行為に要件について規定する。同項は、上記の事業者間の決定ま
たは協調的な行為、もしくは事業者団体による決定が、同項に満たす要件




































( 3 ) これは、判例法により確立されている ([1964] ECR 585)。
( 4 ) 私人あるいは事業者等の法人にも、同規定は適用され、強制金などの制裁
が加えられる。
( 5 ) 具体的には、EU条約 (Treaty of the European Union : 欧州連合条約) と
TFEUなどの条約ならびにそれらの改正法のことを指す。
( 6 ) 国際条約が発効される要件は、普通、最低の特定多数の国家がこれを批准
371(468)
することを求める。




( 8 ) このほか、域内市場の確立のための単一欧州議定書 (1987 年発効) や、
マーストリヒト条約 (1993 年発効) は、批准が遅滞した経緯がある。さら
に、EU憲法条約に至っては、オランダ、フランスの反対により、発効に至
らなかった。
( 9 ) TFEU第 101 条、ならびに同第 102 条がこれに該当する。
































(17) EU 条約と TFEU のそれぞれの規定が抵触する場合には、欧州司法裁判
所の判断を仰ぐ。
(18) 従前は、EC (European Community : 欧州共同体) が法人格を有しており、
旧欧州共同体設立条約 (EC条約) に競争法の規定 (EC条約第 85 条、第 86
条、後に同条約第 81 条、第 82 条) が存在した。しかし、現在では、EC は
法人格を有しておらず、EUが法人格を有する組織体として存在する。この
EU の最高法規の一が、本文中にある通り TFEU であり、同条約は、改正
された旧欧州共同体条約 (EC条約) を前身とする。
(19) 1958 年発効。
(20) European Coal and Steel Community.















定を設けている。また、それより以前の 1951 年の時点で、ECSC において
もEECとほぼ同様の「競争法」の規定を置いていた。
(25) TFEU 第 101 条第 1 項の中で、域内市場における競争を制限する行為と













Wettbewerbsbeschränkungen : 競争制限防止法) のほかに UWG (Gesetz























2. 2. ドイツにおける損害保険分野に対するカルテル法 (GWB) からの
適用除外の漸次的な廃止
2. 2. 1. 1957 年制定の保険分野に対するGWBにおける適用除外規定
ドイツ
(28)
におけるカルテル法である GWB (Gesetz gegen Wettbewerbs-
beschränkungen : 競争制限防止法) は、1957 年に制定され、その中で、
保険分野に対する適用に関する条文も創設されている。当該条文は、
GWB旧第 102 条第 1 項に規定された。民間保険事業者が保険監督法によ
り保険監督を受けている場合には、競争制限的な行為があるにせよ、これ






















































2. 2. 3. 1975 年公表のGWBの適用除外とされた経済分野の実務に関する連邦政
府の報告書













































2. 2. 4. GWBの第 4次改正 (1980 年)



















ドイツの Monopolkommission は、2 年に 1度、主要報告書 (本節にお














① 普通保険約款 (AVB : Allgemeine Versicherungsbedigungen) の統
一化の撤廃
② 当時の保険監督官庁 (BAV : Bundesaufsichtsamt für das Versiche-
rungswesen) による保険料率表の許可の廃止












2. 2. 6. 1. 概要
当該判決は、EU 競争法の禁止規定 (旧 EC 条約当時の第 85 条以下
(51)
、














































時の EC法に抵触するものであり、1987 年当時の GWBは、当時の EC法
の原則に適合させなければならなくなったという事情が存在する。












2. 2. 6. 2. 判決事項
〔裁判当事者〕
(原告) 物損保険連盟 (「社団法人」Verband der Sachversicherer e. V.)














6．同条約第第 85 条第 3項の (適用免除) 要件が満たされている。
(争点：欧州司法裁判所の判断)



















防止法) の第 102 条によって、連邦監督局の監督の下、市場の地位の濫用
とならない限りにおいての決定等を、GWBから適用除外するという法規
定の面をとりあげ、旧 EC 条約第 85 条の適用はないなどの見解を示して
いる。
〔被告の主張〕
欧州 (EC) 委員会は、「理事会は、競争手続法の規定である EC条約第
87 条第 2 項(c)の規定を根拠として、保険業のために特別な規定を置いて
はいない。〔そのような事情である以上、〕原則として、特別な条文がない







85 条ならびに第 86 条の規定は、制限なく、保険業にも当てはまるとした。
(裁判所のこの点に関する判断)
欧州司法裁判所は、委員会の主張を認めた。つまり、「第 87 条による明
示的な根拠条文がない以上、第 85 条ならびに第 86 条の規定は、制限なく、
保険業にも当てはまる」という主張を認めたのである。
さらに、欧州司法裁判所は、第 85 条第 3 項の「適用免除」規定の存在
をあげて、次のように述べる。
｢あるケースにおいて、個別的適用免除を求めて、委員会に申請があ
り、その申請が第 85 条第 3 項の規定に合致する場合、委員会は、第 85














( 1 ) ｢欧州委員会は、決定を通じて、経済政策と競争政策についての
国内措置を禁ずるということではなく、ただ事業者自らが、私的
な競争制限的な協定等をすることを禁止している。」
( 2 ) ｢EC 条約第 85 条第 1 項の適用性があるため、(委員会には) 行
動権限がある。」













｢このことは、EC 条約 85 条、第 3 条 (f) (競争が歪曲されていない)、












ていることは、認めるが、EC 条約第 85 条の適用に関しては、このよ
















































































(EC 条約第 85 条第 3 項) にあたるかについて、推奨の目的は、「ドイツ
の市場における実際の問題として、保険料が段階的に低減する」ものであ
るかが問われるとした。次に、その共同行為 (当該推奨) に「不可欠性」







の方が利益を上回ったので、「EC条約第 85 条第 3 項の裁量権の行使につ
いて権限を越えたものではない」として、前記の理由と合わせて、EC 条




85 条第 3 項に基づく個別的適用免除」の件は 300件を超えた。同競争当
局は、これらの処理に苦慮した。これが、当時の EC (現 EU) における
保険分野に対する一括適用免除規則制定の端緒の一つであったとされてい
る。
2. 2. 7. GWB第 5次改正の背景 (1990 年)
① 概要








いう解釈になる。そのために、GWB〔旧〕第 102 条の適用範囲 (重要
性) はほとんど薄れてしまった。」



















2. 2. 8. GWB第 6次改正 (1998 年)
当該改正により、GWB第 102 条は削除されている。
2. 2. 9. GWB第 7次の改正 (2004 年)
そして、2004 年の第 7 次改正で EC新競争手続法が直接適用される関
係から、GWBに ECの新直接適用免除制度が導入されたのである。
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(30) Meinrad Dreher/Michael Kling, Kartell–und Wettbewerbsrecht der Ver-
sicherungsunternehmen, München, C. H. Beck, 2007, S. 3.
(31) 本文中でいう連邦政府側とは、「当時の連邦政府と経済政策の評議会」
のことを指す。Wernhard Möschel, § 102 GWB(Kreditinstitute und Ver-
sicherungsunternehmen) : /in : Immenga/Mestmacker, Gesetz gegen Wettbe-
werbsbeschränkungen, Kommentar, 2. Aufl, C. H. Beck, München, 1992, S.
2361f.











(34) Wernhard Möschel, § 102 GWB (Kreditinstitute und Versicherungsun-
ternehmen) : /in : Immenga/Mestmäcker, Gesetz gegen Wettbewerbsbe-
schränkungen, Kommentar, 2. Aufl, C. H. Beck, München, 1992, S. 2361ff.











(37) Möschel (1992) S. 2366f.
(38) BTDrucks. 7/3206 v. 4. 2. 1975, Tz. 55. (【1975】Bericht der Bundesre-
gierung über die Ausnahmebereiche 7/3206)
(39) Möschel (1992) S. 2367f.






(41) aaO, Tz 55.
なお、本文中の引用における〔 〕で囲まれた部分については、筆者が本
稿理解の便宜のために付したものである。
(42) aaO, Tz, 98-102.
(43) 本項において、特別の断りがない限り、Möschel (1992) S. 2366ff.
(44) Vgl. Begr. 1978, S. 31.
(45) Monopolkommission は、経済力の集中を避けるが為に設立された「常
設的鑑定機関」である (森本滋「西ドイツの独占委員会 ――Monopolkom-





Monopolkommission は、連邦カルテル庁 (Bundeskartellamt) が執行し
うる行政処分などの権限は有していないが、競争制限や合併規制などの競争
法分野における実務についての調査報告を執り行う政府機関である。
(46) Hauptgutachten 1986/1987, Tz. 113ff. und 542ff.
(47) Dreher/Kling a. a. O. S. 5.
(48) Hauptgutachten 1986/1987.
(49) [1987］European Courts Reports (以下では、「ECR」と訳す。) Ⅰ-447.
なお、本判決引用部分中の〔 〕で囲まれた部分については、筆者が本稿理
解の便宜のために付したものである。
(50) Möschel (1992) S. 2384.




(52) 本判決の後、EU (旧 EC) では、保険業に対する EU (旧 EC) 競争法の
一括適用免除規則を制定している。
(53) 国内法の要件が、EU法 (旧 EC 法) の要件よりも、より厳格である場合
には、原則として問題視されることはないが、国内法の要件が EU 法 (旧
EC 法) の要件よりも緩やかである場合には、この規定は、EU 法 (旧 EC
法) の要件まで引き上げられなければならない。
(54) 6/64 Costa v. ENEL [1964] ECR 585. なお、同判決は、EU法において重
要な判例であり、以下の判決においても参考 (引用判例) とされている。




























(68) Möschel (1992) S. 2361 ff. なお、本文引用中の括弧書きは、筆者が付し
たものである。
(69) Möschel (1992) S. 2368 f. なお、本文引用中の括弧書きは、筆者が付し
たものである。
































最初から専属的な管轄を EU (欧州委員会における競争総務局) に置いて
いたからにほかならない。




































































(71) European Insurance and Occupational PensionsAuthority. なお、EIOPA
は、EUとしての「保険監督機関」という行政官庁であるため、以下の規則
に基づいて設立される。
(設立規則：OJ (L) 331/48 (15. 12. 2010))
Regulation (EU) No. 1094/2010 of The European Parliament and of the
Council of 24 November 2010 establishing a European Supervisory Authority
(European Insurance and Occupational Pensions Authority), amending
Decision No 716/2009/EC and repealing Commission Decision 2009/79/EC.
395(444)
